
「I　Tの戦略的活用策」（地域金融機能強化ワーキング・グループ報告書）

について

　　　平成17年

　仕団法人　第

　　「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム」（平成17年

3月29目公表）において、各業界団体に対し、各金融機関におけるI　Tの戦賂的活

用に向けた取組みが効果的かつ効率的に実施可能となるよう、I　Tの戦絡的活用に

必要な検討を行うよう要請されました。

　当協会では、こうした要請を踏まえ、「地域金融機能強化ワーキング・グノレ」一プ」

　（委員行16行）において、本年5月以降検討を重ね、今般、報告書「I　Tの戦略的

活用策」を取りまとめました。

　報告書は、「第1章適切なI　T投資の考え方と態勢整備」と「第2章I　Tの戦略

一的活用策」の2部構成となっており。一一第一1一一章では一べ一↓一丁を一戦路的に活用する一ために

は、rまず、I　T投資ありき」ではなく、I　Tをビジネスモデルや経営戦賂を支援す

るための道具として捉え、自行が何をしたいのか（経営戦略）、その戦略を実現する

ためにI　Tをどう活用できるのか等を明確にするとともに、銀行全体としてI　Tを

戦略的に活用する仕組み（I　Tマネジメント）を確立することが重要であると指摘

しています。また、第2章では、I　T活用の具体的な事例として、顧客サービスの

質の向上を通じた顧客満足度の向上や、一層の業務効率化および内部管理態勢の強

化につながる活用策について取りまとめています。
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1Tの戦略的活用策（要旨）

第1章　適切なI　T投資の考え方と態勢整備

1．1丁活用の意義

（1）　I　T活用の考え方

　　　I　Tは、ビジネスモデノレや経営戦賂を支援するための道具にすぎない。したが

　　って、I　Tの活用は、I　T投資ありきという考え方から出発するのではなく、自

　　行が何をしたいのか（経営戦略）、その戦略を実現するためにI　Tをどう活用すべ

　　きか、なぜI　T化が必要なのか等を明確にしたうえで、その目的に沿ったI　Tの

　　活用を検討することが必要と考えられる。

（2）地域金融機関における1T活用の意義

　　　地域金融機関の共通課題は、更なる収益力の強化を図り、競争優位性を維持向

　　上することである。収益力の強化を図るに当たっては、共通のビジネスモデルや

　　手法が存在するわけではなく、それぞれの創意工夫により、独白性を発揮するこ

　　とが重要であるが、主要行に比べ経営資源に限りがある地域金融機関においては、

　　I　Tを活用することにより、多様かつ質の高いサービスを低コストで提供するこ

　　とが可能となり、ひいては顧客の満足度向上や競争力の強化に結びつくと考えら

　　れる。すなわち、I　Tの活用により、経営資源を集中的に投入すべき分野におい

　　ては、一層高付加価値のサービス提供が可能となるほか、それ以外の分野におい

　　ては、サービスの水準を低下させることなく、低コストで効率的な業務運営が可

　　能となり、業務の選択と集中が可能になると考えられる。

2．1丁投資の問題点

　　上記のようなI　T投資の意義を踏まえ、これまでの金融機関のI　T投資の実情を

みると、必ずしもI　Tを戦略的に活用してきたとは言えないのが実情であり、①既

存システム（特に勘定系）維持にコストがかかり、新しい分野に投資する余力がな

い、②IT投資がブラックボックス化しており、経営から見えない、③IT投資の

妥当性を検証していない、④顧客の視点に立ったI　T活用ができていない、等の間
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題を抱えていると考えられる。

　こうした問題を解決するためには、経営陣がI　Tをコントロー一ノレすることが重要

であり、そのためには、経営戦賂・事業戦略とI　Tとを連．携させ、銀行全体として

I　Tを戦略的に活用する仕組み（I　Tマネジメント）を構築することが必要である。

3．I　Tマネジメントの態勢整備

（1）　I　Tマネジメント構築のあり方

　　　ITマネジメントは、以下のように、①ITポリシー、②ITポ・一トフォリオ、

　　③I　T組織、④I　T投資プロセスの4つの要素から構成されており（図表1参照）、

　　これらを適切に構築・管理することが、I　Tマネジメント確立のポイントである。

（出所：A．

①　I　Tポリシー

　　I　Tマネジメントを行うに当たっては、I　Tを活用して何を目指すのか（I　T

　ポリシー）を明確にすること、具体的には、自行の・戦略遂行に必要なシステム化

　の範囲を明確に定義することが必要である。そのためには、各事業毎に戦略遂行

　に必要なシステム化の範囲を明確にし、白行の現行システムと比較することによ

　り、不足している機能、過剰な機能を見極めることが必要である。

②ITポートフオリオ

　　I　T投資を適切に行うためには、経営陣が白行の経営戦賂に・合わせて、I　T資

　産をどのように配．分するかを明確にすることが重要である。そのためには、I　T

　資産の現況（I　Tポートフォリオ）を定量的に把握したうえで、集中的に投資す

　る分野、投資を抑制する分野を明確にし、I　T投資の時期、配分目標を設定する



　ことが必要である。

③　I　T組織

　　I　Tを戦略的に活用するためには、銀行全体で必要な組織機能（全体統制機能、

　開発機能、運用機能、保守機能、管理機能等）を明確にし、I　T部門のみならず、

　経営部門やユ」ザ部門に対してどのような役割と責任を持たせるかを明確にし

　ておくことが必要である。

④IT投資プロセス

　　I　T投資は、I　T投資全体計両、個別案件の投資審査、I　T投資実行、事後フ

　ォロ』のプロセスに沿って行われるものであり、それぞれの段階において、適切

　な取組みを行うことが必要である。

　ア．I　T投資全体計画

　　　I　T投資全体計画を作成するに当たっては、経営戦略から導かれるI　T戦略

　　を具体化するため、I　Tポリシーに整合した形で個別の投資案件の優先順位を

　　決定し、投資規模、投資時期を明確にすることが必要である。

　イ．個別案件の投資審査

　　　個別投資案件の妥当性について、次表のような観点から審査し、実際に投資

　　するかどうかを検討することが必要である。

I　T投資の評価項目 〈評

○投資目的 ・投資目的は明確か

・中計との整合性はあ

。投資効果の評価 ・定量化されているか

・実現可能性のある効」
1　1　1　■

○コスト ・単年度でみていない

・ランニングコスト（1

雑損など）は全て含

・機能実現との兼ね合

はあるか
・ベンダ』一にシステム

とるなど、価格の妥

○投資回収率 ・何年で回収できるか

○投資リスク ・どんな投資リスクが

ついての当初計画と

・投資リスクが顕在化

○担当責任部署 ・投資の責任部署を決

部門は投資回収にっ

○事後フォロ』 ・投資前に事後フォロ・

ニタリング指標の設

〈評価する際の着眼点＞

・中計との整合性はあるか

・定量化されているか

・実現可能性のある効果か

・単年度でみていないか

・ランニングコスト（減価償却費・リース料・保守管理費・

雑損など）は全て含まれているか
・機能実現との兼ね合いでオプション（他のとり得る手段）

・ベンダ・一にシステム開発を依頼する場合には、相見積りを

とるなど、価格の妥当性を検討しているか

・何年で回収できるか

・どんな投資リスクが予想されるか（機能、納期、コストに
ついての当初計画と異なることによるリスクなど）

・投資リスクが顕在化した場合の対応策を考えているか

・投資の責任部署を決めてあるか、また、投資の責任を負う

部門は投資回収について責任をもっているか

・投資前に事後フォローをどのようにするか決めてあるか（モ

　ニタリング指標の設定、フォロ・一サイクル、検証期間）

■　　　　　■　　■　■

、納期、コストにベクなど）今えているか

隻資の責任を負っ6か

・決めてあるか（モレ、検証期間）



　ウ．I　T投資実行

　　　予定したスケジュール、コストで実現できるような枠組みを決定することが

　　必要である。

　エ．事後フオロー

　　　投資後の一一一⊥定期間後に投資評価を行い、個別案件ごとに投資の妥当性を検証

　　することが必要である。

（2）1T組織の役割と貴任の明確化

①　経営陣によるI　T戦略の明確化

　　経営陣は、I　Tを戦略的に活用するため、「I　Tを活用してどの分野に投資する

　のか」、「I　Tを活用してどんな機能を強化するのか」等、経営戦略と整合性のと

　れたrI　T戦略」を明確にし、行内で意思統一をしておく必要がある。

　　このようなI　T戦路が明確になっていないと、例えば、老朽化した端末機やA

　TMの入れ替えに当たって、単純に交換するだけであれば大きな投資とならない

　はずが、入れ替えと併せて、新しい機能をI　T部門の独自の判断で追加するなど、

　最適なI　T投資が行われないことが生じうる。

②　経営部門・ユー一ザ部門・I　T部門の役割と責任の明確化

　　ユーザ部門が、システム化要望を提出する場合、投資効果を追及する意識が低

　いことや、I　T部門が、ユーザ部門の要望をそのまま受入れシステム化してしま

　うという問題がある。このような問題を解決するには、ア）ユーザ部門は、投資

　効果を明確化し、投資回収の責任を持ち、利用者の立場からシステム化要求を行

　　うこと、イ）I　T部門は、I　Tを使って利益を生み出すための支援を行うという

　立場に立ち、ユーザ部門の要望、システム化コスト、想定利益を勘案した最適な

　システム提案を行うこと、ウ）経営部門は、システム化の優先順位付けを行った

　　うえで、I　T資源の配分を決定し、I　T部門に対してシステム化を指示すること、

　が必要．である。

③IT運営の透明性確保

　　　I　T運営の透明性を確保するためには、I　T部門のみに任せるのではなく、経

　営部門、ユーザ部門、I　T部門の役割と責任を明確にすることにより、各部門が
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　一体となったI　T運営の組織体制を構築することが必要である。また、I　T投資

　を全杜レベルで統括する担当者や部門を置くことは、IT投資のブラックボック

　ス化を防ぎ、I　T運営の透明性確保にも役立つ。

（3）　I　T投資効果評価の仕組み

　　　I　T投資を適正に行うためには、I　T投資効果の評価を行うことが重要であり、

　そのためには、I　T投資の事前評価および事後評価の仕組みを構築することが必

　要である。なお、個別案件の投資審査（事前評価）や事後フォロー（事後評価）

　の段階においては、以下のようなPDCAサイクノレにより評価を行い、できる限

　り投資効果を定量化することが必婁である。

①　投資効果算定方法の確立（P　l　a　n）

　○　全体方針として、投資効果の算定方法の確立や効果測定指標の確立を行う。

②測定指標設定（Do）

　○　投資効果を評価するため、投資目的に整合した効果測定指標を設定すること

　　が必要である。投資効果は、できる限り定量化する努力をすべきであり、定量

　　化できないものについても、何らかの指標（K　P　I（Key　Performance　Indicator）

　　と言う）で投資効果を測ることが必要である（例：マーケットシェア、新規顧

　　客獲得率、クレーム件数等）。

③モニタリング（Ch．ck）

　　○　個別案件ごとに、投資実行後の…定期間を決め、効果を測定する。その際、

　　事前評価で決めた目標を達成しているかどうかをモニタリングし、仮に、目標

　　が達成できていなければ、フィードバックして原因を追究し、改善策や撤退を

　　検討することが必要である。

④改善策の策定（Action）

　　○　投資効果が出ていないものについては、個別案件ごとに改善を実施するとと

　　もに、当初計両した効果算定方法、測定指標の改善策についても検討すること

　　が必要である。

（4）　I　T投資効率の検証

　　　IT投資効果の算定を行う際には、①コストは全て網羅されているか、②効果



　を過大に計上していないか等に留意することが重要である。

（5）新規1丁投資の適正化

　　新規I　T投資の適正化を図るには、I　T投資余力があるかどうかを見極めると

　ともに、投資する場合には、投資の優先順位を決定したうえで、投資の回収可能

　性を検討することが必要である。

　　また、新規I　T投資をする場合には、①戦略との整合性、②個別案件としての

　採算性の2つの軸により実施すべきかどうかの検討が必要である。

（6）過去の投資案件のチェック

　　既存I　T投資を見直すに当たっては、過去の投資案件に関し、無駄な投資とな

　っていないかなどの観一点から、①I　T投資対効果の確認（当初の投資目的・効果

　は実現されているか、投資回収は予定どおりか、コスト・納期・品質（機能性）

　は、計画どおりか等）、②価格の妥当性（費用の太宗を占める運用コスト（保守料、

　オペレータ費用、メンテナンス費用等）は妥当か等）の確認を行うことが必要で

　ある。

（7）　ベンダーとの交渉

　　ベンダーと交渉する際には、I　T部門だけではなく経営部門と　体となった組

　織的な交渉戦賂・戦術が必要であり、次のような交渉アプロ〕チが考えられる。

①交渉戦略・戦術の構築

　　　・過去の交渉経緯を把握するなどして、交渉材料を収集・分析する。

　　　・幾つかのベンダーに相見積りや提案書を作成させる。

　　　・見積り価格については、その内容を正確に把握し、価格妥当性が判断できる

　　　まで分解する。

②　交渉実施

　　　・文書による価格引下げを依頼する。

　　　・ベンダーロジックを把握し矛盾点を分析・す’る（注）。

　　　　（注）例えば、ベンダーが価格説明の際に「技術料は高くつく」、「銀行は特殊なので高

　　　　くなる」など、「専門用語」や「外部から検証困難な数字・費用」を織り込むことによ

　　　　りユーザを説得する場合があるが、r技術料」やr特殊性」による原価の明納を要求し、

　　　　矛屑点を分析する必要がある。

6



　　・自行の目的に本当に合ったものが提供されているかを判断す’る。

　　・新規ベンダーの導入を交渉材料にする。

③　交渉締結

　　・交渉締結のための条件を’詰める。

　　・価格妥当性を十分把握し、後付けで不当な費用を追加されないようにする。

　　・全行レベルで最終判断をする。

第2章　ITの戦略的活用策

　金融機関におけるI　Tの活用策は、そのビジネスモデルや経営戦略により異なるも

のであり、共通の活用策が存在するわけではない。しかしながら、実効性のある地域

密着型金融の強化を図るためには、顧客サ』ビス向上を通じた顧客満足度の向上が必

要であることに加え、地域金融機関は、主要行と比べ規模の経済性を発揮しにくいた

め、より一層の業務効率化の観点からI　Tの活用を図っていくことが必要と考えられ

る。

　加えて、取引先の多様な資金二…ズに応えるためには、積極的なリスク・テイクが

必要となり、そのためには地域集中リスクヘの対応等、リスク管理態勢の整備が不可

欠であることなどを踏まえると、内部管理態勢の強化に資するI　Tの活用を図ること

も必要と考えられる。

　また、具体的なI　Tの活用策を検討するに当たっては、金融機関は一般企業に比べ

て顧客データ等を豊富に蓄積しているという特性を活かし、その有するデータを業務

上有効に活用するためのI　T化を検討することが必要と考えられる。

　以下では、こうした点を踏まえつつ、顧客サービスの質の向上を通じた顧客満足度

の向上、一層の業務効率化および内部管理態勢の強化につながるI　Tの具体的な活用

例について取りまとめることとする。

1．営業一マーケティングの強化に資するI　T活用

（1）行員の能カ向上と組織機能の強化

　　身近なコミュニケーションツーノレであるメールやグループウェア（グノレープに
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　よる共同作業を支援するソフトウェア）は、組織的に活用することにより、効率

　的・効果的な情報交換を通じた行員の能力向上や、豊富な生の情報を踏まえた質

　の高い顧客サービスの提供が可能になる。加えて、不必婁な会議や書類の削減な

　どの業務効率化に資するほか、業務ル』ノレや承認権限ル・一ルを定めてワークフロ

　ー的に活用すれば、確認の証跡を残すことが可能となり、内部管理態勢の強化に

　も役立つものと考えられる。

　　また、従業員ポータル（個々の従業員がもつパソコン画面上の入口部分）は、

　行員のI　Tリテラシー（I　Tを使いこなす能力）を高めることができるほか、顧

　客サービスを提供するための支援ツ］ノレとなることに加え、業務の効率化にもつ

　ながる。こうした仕組みは、行員が営業活動をするうえでの総合的なサポートに

　なるとともに、・全杜レベノレで情報が共有され、」連の業務プロセスが標準化され

　ることにより、組織機能の強化にも役立つと考えられる。

（2）営業カの強化

①顧客丁一タベース拡充による情報系システムの構築

　　近年、金融機関の一」部では、規制緩和や金融技術の発達により取扱商品が多様

　化していることなどを踏まえ、CRM（Cu・t・m・rR・1・ti・n・hipM・n・g・m・nt：顧客

　情報管理）への取組みが行われているが、こうした取組みは、顧客二］ズを踏・ま

　えた質の高い顧客サービスを可能とすることから、顧客基盤の強化に役立つとと

　もに、営業力の強化にもつながるものと考えられる。

　　このような顧客デ』タベ』スの構築・拡充に当たっては、顧客との面談等を通

　じて、顧客の嗜好やライフサイクル、価値観といった情報を収集・蓄積していく

　ことが必要である。加えて、質の高い顧客情報を蓄積するには、収集すべき情報

　を明確にし、セ』ルスやサービスにおいて新しい顧客情報をこまめに収集し、そ

　の鮮度を保つ必要がある。

　　また、収集・蓄積された顧客情報を全行レベルで活用できるよう一」元管理し、

　情報の共有化を図ることが必要である。

②営業支援システムの構築

　　営業力を強化するためには、計数情報（期次計画目標、実績状況等）、リL一ド情



報（案件になる少し前の情報：将来の資金二』ズ、将来の営業計画、過去の取引

経緯）、活動管理情報（顧客コンタクト管理情報、活動計両等）、顧客情報（CIF

情報だけでなく、取引経緯、顧客選好情報、競令他行情報）など営業管理や営業

推進に必要な情報を一元的に管理・検索できる営業支援システムを構築し、本部

から■支店長・担当．者に至るまで情報の共有化を図ることが必要である。

（3）営業活動の効率化

①相談窓口における予約システムの導入

　　欧米の銀行や主要行の中には、相談窓口等の予約システム（相談窓口等の予約

　をインタ・一ネットやコールセンタ］で受け付けるサービ．ス）を導入しているとこ

　ろがある。今後、規制緩和による取扱商品の拡大に伴い、相談窓口を利用する顧

　客が増えると見込まれることや、自ら予約を入れる顧客は資産運用等について興

　味を持っているということを踏まえると、こうしたサ］ビスは、少しでも見込み

　ある顧客に対するアプローチを可能とすることから、効率的な営業活動に資する

　ものと考えられる。

②店内カメラの活用

　　欧米の銀行の中には、防犯カメラを顧客動線調査のためにも活用し、マ］ケテ’

　イングの強化に結び付けているところもある。具体的には、顧客動線と窓口の取

　引内容を付け合せることにより、どのような行動をとった顧客が、どのような取

　引をしたのか（どのような商品を購入したか）ということが把握できるようになっ

　ており、このような情報を活’用することにより、顧客への効率的なアプロ］チが

　可能になると考えられる。

（4）　チャネルの充実

　　インター一ネットバンキング等のI　Tを活用した非対面チャネルは、より…層の

　業務効率化のためだけではなく、多様な顧客二一ズや様々な顧客層に応じた対応

　をするためにも必要と考えられる。非対面チャネノレを取引基盤として定着させる

　ためには、非対面チャネノレに対する顧客二一一ズを調査したり、非対面チャネルの



顧客’認知度の向上を図りつつ活用を促進することが重要である。

　また、対面チャネノレとしての店舗のあり方としては、効率性・機動性重視の観

点から、小型店舖や軽量化店舖による展開も必要と考えられるが、その際、I　T

を活用し、小型化や軽量化に伴って顧客利便性が低下しないような工夫も必要で

ある。

　なお、顧客とのリレ］ションシヅプを重視し、人と人との対面取引が基本であ

る地域金融機関においては、I　Tを前面に出すのではなく後方で活用することに

より、引き続き対面取引を基本としつつ、ITの活用を通じた質の高いサービス

を提供することが重要と考える。

2．内部管理態勢の強化に資するI　T活用

（1）　リスク管理の高度化

　　　金融機関においては、限られた経営資源を、適正なリスクでより大きなリター

　　ンが得られる分野に集中して配分することを可能とする統合リスク管理の必要性

　　が新B　I　S規制の導入とも相侯って高まっている。こうしたことに取り組むため

　　には、信用リスク・市場リスク・オペレーショナノレリスク等の様々なリスクを定

　　量的かつ横断的に把握する必要がある。これまでも、リスクの定量的な把握は、

　　市場リスクや信用リスク等において行われてきたものの、リスク計測の精度の向

　　上を始めとして、リスク管理の高度化を図っていくことが必要であり、そのため

　　には、管理態勢のシステム化が不可欠となる。

　　　さらに、統合リスク管理に向けた態勢整備に取り組むためには、各事業部門の

　　リスク・経費・収益の状況を精徴に把握する必要があり、原価管理システム（例：

　　A　B　C原価管理システムの導入等）や収益管理システム（例：R　A　RO　C（業務

　　粗利益…経費一信用コスト／リスク資本）べ』スでの収益管理システムの導入等）

　　の精度を上げていく必要がある。

（2）業務プロセスD　Bの構築

　　事務ミスの軽減や不梓事件の未然防止を図るためには、内部監査の効率的・効
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果的な実施による業務のプロセス管理が重要となるが、そのための有効なガ策と

して、業務プロセスを最小単位に分解し、想定されるリスクや事務ミスの発生件

数等をD　B化した「業務プロセスD　B．」の構築が考えられる。例えば、有価訂券

取引を、検’討’・内部決裁・契約締結等のプロセスに分解したうえで、それ・ぞれの

プロセスごとに、どのような観一点（適切性・正確件・有効性等）に着目するのか、

想定されるリスクは何か、監査チェック項目は何か（稟議書、契約書の確認等）、

前回監査時の評価などをD　B化するというイメージである。

　業務プロセスDBの構築は、どの業務プロセスで事務ミスが多く発生している

のか等が特定できることから、効率的・効果的な内部監査の実施を行うことが可

能になるほか、業務プロセ．ス改’革（B　P　R）にも活用することができる。

以　上
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